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(百万円未満四捨五入)
１．2023年３月期の連結業績（2022年４月１日～2023年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は、対前期増減率)

売上収益 営業利益 税引前利益 当期純利益
当社株主に
帰属する
当期純利益

当期包括利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期 570,934 9.3 46,473 △7.9 46,924 △9.5 33,769 △2.0 34,208 △3.3 38,311 △6.4
2022年３月期 522,356 8.9 50,482 15.7 51,875 18.0 34,466 11.7 35,373 16.0 40,942 10.8

基本的１株当たり
当社株主に帰属する

当期純利益

希薄化後１株当たり
当社株主に帰属する

当期純利益

株主資本合計
当社株主に帰属する

当期純利益率

資産合計
税引前利益率

売上収益
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2023年３月期 148.04 148.03 11.8 9.1 8.1

2022年３月期 153.08 153.08 13.2 10.7 9.7
(参考) 持分法による投資損益 2023年３月期 682百万円 2022年３月期 568百万円

（２）連結財政状態

資産合計 資本合計 株主資本合計 株主資本比率
１株当たり
株主資本合計

百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年３月期 528,045 305,600 298,651 56.6 1,292.40

2022年３月期 507,721 288,484 281,142 55.4 1,216.67

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2023年３月期 31,791 △5,881 △27,891 92,530

2022年３月期 36,061 3,462 △27,413 94,078

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額

(合計)

配当性向

(連結)

株主資本合計

配当率

(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年３月期 － 35.00 － 50.00 85.00 19,654 55.5 7.3

2023年３月期 － 40.50 － 40.50 81.00 18,729 54.7 6.5

2024年３月期(予想) － 43.00 － 43.00 86.00 －
(注) 22年３月期年間配当金の内訳 普通配当 75円00銭 記念配当 10円00銭

３．2024年３月期の連結業績予想（2023年４月１日～2024年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上収益 営業利益 税引前利益 当期純利益
当社株主に
帰属する
当期純利益

基本的１株当たり
当社株主に帰属
する当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 625,000 9.5 58,000 24.8 58,500 24.7 40,500 19.9 40,000 16.9 173.10

　　



※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無
　　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

① ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無
　　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年３月期 240,000,000株 2022年３月期 240,000,000株

② 期末自己株式数 2023年３月期 8,917,686株 2022年３月期 8,925,738株

③ 期中平均株式数 2023年３月期 231,079,792株 2022年３月期 231,066,831株

(参考) 個別業績の概要

１．2023年３月期の個別業績（2022年４月１日～2023年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期 488,785 6.6 29,357 6.2 46,540 7.3 32,867 △6.5

2022年３月期 458,656 8.3 27,654 19.8 43,373 26.8 35,147 31.2
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2023年３月期 142.23 －

2022年３月期 152.11 －
　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年３月期 447,066 270,527 60.5 1,170.70

2022年３月期 430,122 255,389 59.4 1,105.23
(参考) 自己資本 2023年３月期 270,527百万円 2022年３月期 255,389百万円

(注)個別業績における財務数値については、日本基準に基づいております。

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来の業績に関する記述についてのご注意）
本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一
定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因
により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につい
ては、決算短信(添付資料)10ページ「１．経営成績等の概況（４)今後の見通し」をご覧ください。

（決算説明会について）
当社は、2023年４月28日に機関投資家及びアナリスト向けのWEB説明会を開催する予定です。なお、本決算短信と同時に
決算説明会資料をTDnetで開示しております。また、当社ホームページには本資料の掲載に加え、連結決算補足資料も掲
載します。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の連結経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症と社会経済活動の両立（ウィ

ズコロナ）が浸透する中、内需の回復、及び日本政府による水際対策の緩和や円安の影響などによ

るインバウンド消費の回復もあり、一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直しの動きがみら

れました。

情報サービス産業においては、引き続き企業のIT投資意欲は高く、基幹システムのモダナイゼー

ションや成長分野への対応、気候変動への対応などを背景とした顧客のDX関連への投資需要の増加

がみられました。

このような状況下、当社グループでは、企業理念であるMission（使命）「明日を変えるITの可能

性に挑み、夢のある豊かな社会の実現に貢献する。」を目指す姿とした、中期経営計画（2021年４

月から2024年３月までの３か年）「Beyond the Horizons～その先の未来へ～」を掲げています。

基本方針とする

「Accelerate：これからの豊かさを創る」

「Expand：今の豊かさを拡げる」

「Upgrade：実現可能性を高める」

を着実に実行し、2024年３月期の目標達成を目指すとともに、社会課題の解決に貢献してまいり

ます。

セグメントごとの具体的な取り組みは次のとおりであります。

【エンタープライズ事業】

・昨今、短期間で変化するビジネス環境に合わせた迅速なITサービスの提供が求められており、機

能追加や改修が適切なタイミングで実施できる柔軟なモダンアプリケーションの開発の仕組みが

必要です。

　-APIの設計、開発、各種システムとの連携や運用管理を含めたシステム全体の構築支援

　-既存システムや連携先のシステムの環境調査、コネクタの設計や実装、動作確認などを実施し、

検証や商用環境の構築支援

　これらの設計・開発サービスの拡充を通じ、お客様のビジネス拡大やDXの推進に貢献していきま

す。

《Accelerate》

【流通事業】

・社内外にある様々なデータを収集、分析し経営判断に利用するデータ活用基盤の構築支援サービ

ス「D-Native」の提供を開始しました。「D-Native」は、データ活用に必要な「収集・整備」、

「加工・分析・AI開発」、「蓄積・処理」、「運用・監視」というフェーズに対応したクラウド

ネイティブなサービスをパッケージ化、更にビジネス面の課題整理につながる機械学習やデータ

分析のベストプラクティスをテンプレート化しております。「D-Native」を中心に据えた、デー

タドリブン経営等をサポートしお客様のDXに貢献していきます。また、アマゾン ウェブ サービ

ス上でデータ活用プラットフォーム「D-Native on AWS」の提供を開始し、少額の投資で開始でき

るエントリーモデルとして製造業や流通分野など、様々なデータを用いて簡単にデータ活用を始

めたいお客様のニーズにもお答え出来るようになりました。

《Accelerate》
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【情報通信事業】

・5Gネットワークによる低遅延の通信環境で、メタバース（仮想空間）での複数ユーザーによる共

同開発を可能にする「Omniverse on MEC」の提供を開始しました。株式会社NTTドコモとNTTコミ

ュニケーションズ株式会社が連携して提供する低遅延・高セキュリティな通信ネットワークサー

ビス「docomo MEC ™ 」にメタバースの開発プラットフォーム「NVIDIA Omniverse ™ Enterprise」

を組み合わせたサービスです。ネットワークの高速化や端末性能の向上とともに、メタバース活

用は、製造、物流、医療、スマートシティなど様々な分野に広がりをみせています。実用的なメ

タバース環境を効率的に構築するためには、複数のエンジニアによる共同作業が必要で、異なる

場所からの効率的な共同作業を実現するため、遅延の少ない通信環境が求められています。これ

までに導入した実績で培ったノウハウを基にメタバースを利用した業務改善の提案、システム構

築、ユーザートレーニング、運用や保守までをトータルで支援していきます。

《Accelerate》

【広域・社会インフラ事業】

・環境省の職員が情報共有や行政事務などの業務で利用する環境省ネットワークシステムの更改業

務を担いました。更改したシステムでは全職員のリモートワークが可能で、業務の効率化につな

がるITインフラを整備し、情報セキュリティについても強化しています。更改業務においては、

オンプレミスとクラウドを組み合わせたハイブリッドクラウドのシステムを提供し、DR（ディザ

スタリカバリ）対策を含むシステムの設計・構築・移行から、保守・運用までを行っています。

今後も、リモートワーク環境で安心して業務を行うためのサービスを拡充し、お客様の業務効率

向上や新しい働き方の推進などの取り組みに貢献していきます。

《Accelerate》

【金融事業】

・アセットマネジメントOne株式会社に対し、業務変革につながる社内システムの設計をはじめ、ビ

ジネスの効率化や強化・伸長をサポートするデータマネージメントプラットフォームの構築、DX

人材育成サービスの提供などにより、同社のDX推進を支援しました。迅速かつセキュアに社内外

のデータを利活用できる環境を整え、同社が掲げる、新たなビジネスモデルを創造するデータド

リブン経営の実現を引き続き支援していきます。

《Accelerate》
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【ITサービス事業】

・ハイブリッドクラウド支援サービス「OneCUVIC」のサービス拡充に向け、様々な取り組みを行っ

ております。

　クラウドネイティブ領域については、クラウドネイティブ化の技術支援サービスである

「C-Native」の強化として、「コンテナ環境の自動構築」、「マルチクラウドに対応したシーク

レット管理」、「AIによるオブザーバビリティ（可観測性）」の３つの機能を追加しました。

「C-Native」は、Red Hatのコンテナ管理プラットフォーム「Red Hat OpenShift」を中心とする

クラウドネイティブ化の技術支援サービスであり、国内で期待が高まるハイブリッドクラウドサ

ービスの高度化・多様化に応えることを目的に機能を強化しました。

　セキュリティ領域については、高度化・巧妙化するサイバー攻撃への対策として当社のサイバー

セキュリティ運用サービス「CTC-MSS（Managed Security and Service）」で提供するサービスを

拡充しております。

　具体的には、お客様のエンドポイントに導入したサイバーリーズン合同会社のサイバー攻撃対策

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 「Cybereason EDR」 を 監 視 す る 「CTC-MDR（Managed Detection and

Response）」、インターネット上のお客様に関わる脅威情報を監視する「脅威インテリジェンス

モニタリングサービス」、セキュリティ・オペレーション・センター（SOC）のお客様自社での構

築や運営を支援する「プライベートSOC構築支援サービス」などの提供を開始しサービスを拡充し

ました。また、複数のクラウドで構成されるシステム環境に、閉域網やSD-WANなど目的や用途に

応じ最適な接続環境と運用サービスを提供する「MSP for Open Hybrid Network」を開始し、

CTC-MSSと組み合わせることで、より柔軟でセキュアなアクセスが可能となります。

　これらのサービスを通じお客様の安全なシステム運用とセキュリティ強化を実現します。

　マネージドサービス領域では、ハイブリッドクラウド環境の全体最適化を支援するマネージドサ

ービス「CTC-OHCC（Open Hybrid Control Center）」の提供を開始しました。CTC-OHCCは複雑化

するハイブリッドクラウド環境の運用業務を全体的に最適化・効率化して、システムの安定稼働

につなげるものです。

　今後も複雑化するハイブリッドクラウド環境に対し、特定の製品やサービスに制限されずにオー

プンでシンプル、かつセキュアなDX基盤に変革する取り組みを、OneCUVICブランドのもと推進し

ていきます。

《Expand》

【その他】

・ビジネスモデルの変革やサービスの高度化を目的とした、DXのリスタートを支援するアセスメン

トとプランニングのサービス「DX Pit-In」を開始しました。DX支援を専業とした株式会社プロジ

ェクトカンパニーと共同で開発したサービスで、DX推進での課題の整理を通して、ITソリューシ

ョン提供の知見に基づく実現可能性が高い事業戦略を提案します。「DX Pit-In」は、現在進めて

いるDXの再検討やリスタートを行う企業に向けたアセスメントとプランニングのサービスです。

４～６週間で、ヒアリングやインタビュー、レポーティング、提案などを実施します。DXを進め

るビジネス分野に応じて、「DXへの取り組み」、「事業状況」、「ITシステム」の観点で、企業

の優先すべき事業課題を特定し、実現可能な解決策を提案します。今後、両社は本サービスの提

供を進め、戦略提案後の新規事業の開発やAI・IoT活用のためのプラットフォーム構築、データ分

析などを含めた付加価値の向上につながる施策を支援することで、お客様のDXに貢献していきま

す。

《Accelerate》
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【全社】

・企業競争力の源泉である社員の成長促進や優秀人材の獲得を目的に、等級制度や報酬制度、新卒

社員の初任給などに関する人事制度を改定し、2023年４月から運用を開始しました。当社グルー

プは、マテリアリティ（重要課題）の一つとして「明日を支える人材の創出」を掲げており、多

様性と人材育成を重視した人材マネジメントに取り組んでいます。また、2021～2023年度を計画

期間とする中期経営計画「Beyond the Horizons ～その先の未来へ～」においても、基本方針の

一つとして人材育成と経営基盤の強化について定めており、今後も人的資本経営を推進し企業価

値の向上を目指します。

《Upgrade》

・CTCひなり株式会社は、障がい者雇用の促進及び雇用の安定に関する取り組みが優良な事業主とし

て厚生労働省の「もにす認定」を取得しました。当社グループ神谷町オフィス内の「HINARI

CAFE」の運営のほか、社内の事務代行サービスやAI分析のためのデータ準備業務、浜松市での農

福連携事業なども実施し、障がいのある社員の職域の拡大や働きがいの創出に取り組んでいま

す。

《Upgrade》

・2023年４月に徳島県神山町で開校した私立高等専門学校「神山まるごと高等専門学校（通称 神

山まるごと高専）」の学費無償化を目的とした「スカラーシップパートナー」に参画し、奨学金

基金へ10億円を拠出しました。スカラーシップパートナーでは、企業名を冠した奨学金を受け取

る奨学生が各学年４名ずつ輩出されるほか、共同研究や新事業の創造の取り組みといった連携を

通して学生をサポートしていきます。

《Upgrade》

・「明日を変えるITの可能性に挑み、夢のある豊かな社会の実現に貢献する」という使命のもと、

公平で透明性の高い、信頼できるAIシステムの提供を目的として、AIの利活用における企業姿勢

をまとめた「AI倫理原則」を策定しました。当社グループは、社会環境の変化を踏まえ、社員一

人ひとりが、高い倫理観をもって社内外の法令・規則・社会規範に則った活動を実施し、お客様

のビジネスへの貢献、企業価値の向上及び持続可能な社会の実現に努めていきます。

《Upgrade》

・地球温暖化対策への更なる貢献のため、2019年に策定した中長期の環境目標「2050 CTC環境宣

言」を改定し、「2050 CTCグループ環境宣言」を策定しました。温室効果ガス（Greenhouse Gas、

GHG）の排出量の削減について、対象の範囲を当社グループ全体とし、Scope1,2,3の範囲に応じ

て、短期目標として2030年度までにScope1,2を2021年度比で50％削減、Scope3を同22.5％削減、

長期目標として2040年度までにScope1,2のネットゼロ、2050年度までにScope3のネットゼロと定

めました。

　また、パリ協定が求める水準と整合し、科学的に根拠ある目標設定を認定する「SBT（Science

Based Targets）認定」の取得を目指し、認定機関の「SBTイニシアチブ」にコミットメントレタ

ーを提出しました。当社グループは、「明日を変えるITの可能性に挑み、夢のある豊かな社会の

実現に貢献する。」という使命のもと、「気候変動対応への貢献」をマテリアリティ（重要課

題）の一つに掲げており、地球温暖化対策への継続的な寄与を図っていきます。

《Upgrade》
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営業活動につきましては、幅広い分野に注力した結果、製造、情報サービス、運輸、製薬、エン

ターテインメント、公共、自動車、社会インフラ、地方自治体、金融向け案件などで成果をあげま

した。

当社グループの当連結会計年度の経営成績は次のとおりであります。

(金額単位は百万円。％表示は、対前期増減率。)

2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期

売上収益
479,879 522,356 570,934

△1.5% 8.9% 9.3%

売上総利益
121,466 134,678 139,077

2.9% 10.9% 3.3%

その他の収益及び費用
△77,841 △84,196 △92,604

△1.9% △8.2% △10.0%

営業利益
43,625 50,482 46,473

4.7% 15.7% △7.9%

税引前利益
43,952 51,875 46,924

5.8% 18.0% △9.5%

当社株主に帰属する当期純利益
30,486 35,373 34,208

7.2% 16.0% △3.3%

（売上収益）

当連結会計年度の売上収益は、製造、情報サービス、運輸、製薬、エンターテインメント、公共、

自動車、社会インフラ、地方自治体、金融向けなど様々な分野で増加したことに加え、国内外事業

会社の増収により、前連結会計年度と比べて48,578百万円（前期比9.3％）増加し、570,934百万円

となりました。

（売上総利益）

当連結会計年度の売上総利益は、主に増収により、前連結会計年度と比べて4,399百万円（同3.3

％）増加し、139,077百万円となりました。

売上総利益率は、ビジネスモデル別では開発・SIの利益率が改善したものの、製品の利益率が低

下したことなどにより、前連結会計年度の25.8％から1.4ポイント減少の24.4％となりました。

（その他の収益及び費用）

当連結会計年度のその他の収益及び費用は、人件費の増加や前連結会計年度におけるデータセン

ター資産の譲渡による一過性の売却益の反動などにより、前連結会計年度に比べて8,408百万円

（同10.0％）悪化し、92,604百万円（損失）となりました。

（営業利益）

営業利益は、前連結会計年度と比べて4,009百万円（同7.9％）減少し、46,473百万円となりまし

た。また、売上収益営業利益率は前連結会計年度の9.7％から1.6ポイント減少の8.1％となりまし

た。

（税引前利益）

当連結会計年度の税引前利益は、前連結会計年度と比べて4,951百万円（同9.5％）減少し、

46,924百万円となりました。

（当社株主に帰属する当期純利益）

法人所得税は、前連結会計年度に比べて4,254百万円減少し、13,155百万円となり、非支配持分に

帰属する当期純利益は前連結会計年度と比べて467百万円増加し、439百万円（損失）となりまし

た。

以上の結果、当社株主に帰属する当期純利益は前連結会計年度と比べて1,164百万円（同3.3％）

減少し、34,208百万円となりました。
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セグメント別の経営成績の状況は次のとおりであります。

なお、当連結会計年度より、報告セグメントの区分方法を変更しているため、前連結会計年度と

の比較・分析は変更後の区分方法に基づいております。

(金額単位は百万円。％表示は、対前期増減率。)

エンター
プライズ

流通 情報通信
広域・社会
インフラ

金融
IT

サービス
その他

売上収益
128,530 64,874 194,254 104,181 49,961 129,721 61,551

19.9% 10.4% △5.2% 16.7% 25.1% 5.8% 35.1%

税引前利益
9,483 6,034 11,280 9,211 5,348 13,757 △1,480

38.0% 54.7% △41.3% 45.5% 62.6% △24.0% ―

① エンタープライズ事業

顧客経営環境の改善やDXの進展によるデジタルシフト案件の増加により、売上収益は128,530

百万円（前期比19.9％増）となりました。増収による売上総利益の増加などにより、税引前利益

は9,483百万円（同38.0％増）となりました。

② 流通事業

流通向け開発やエンターテインメント向けインフラなどが増加し、売上収益は64,874百万円

（同10.4％増）となりました。増収に加え売上総利益率の改善などにより、税引前利益は6,034

百万円（同54.7％増）となりました。

③ 情報通信事業

通信事業者向けインフラなどが減少し、売上収益は194,254百万円（同5.2％減）となりまし

た。減収に加え売上総利益率の低下などにより、税引前利益は11,280百万円（同41.3％減）とな

りました。

④ 広域・社会インフラ事業

公益向けインフラなどが増加し、売上収益は104,181百万円（同16.7％増）となりました。増

収に加え売上総利益率の改善などにより、税引前利益は9,211百万円（同45.5％増）となりまし

た。

⑤ 金融事業

メガバンク、政府系金融機関、系統金融機関向けインフラ及びアプリケーション開発などの増

加により、売上収益は49,961百万円（同25.1％増）となりました。増収に加え売上総利益率の改

善などにより、税引前利益は5,348百万円（同62.6％増）となりました。

⑥ ITサービス事業

クラウド、セキュリティ関連ビジネスの増加により、売上収益は129,721百万円（同5.8％増）

となりました。前連結会計年度におけるデータセンター資産の譲渡による一過性の売却益の反動

などにより、税引前利益は13,757百万円（同24.0％減）となりました。

⑦ その他

海外子会社における増収の影響などにより、売上収益は61,551百万円（同35.1％増）となりま

した。のれんの減損損失の認識などにより、税引前損失は1,480百万円（前期は2,995百万円の税

引前損失）となりました。

(注)上記セグメントの売上収益及び税引前利益は、セグメント間の内部売上収益等を含めて表示し

ております。
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（２）当期の連結財政状態の概況

（単位：百万円）

前連結会計年度末
（2022年３月31日）

当連結会計年度末
（2023年３月31日）

増減

資産 507,721 528,045 20,324

負債 219,237 222,446 3,209

資本 288,484 305,600 17,115

当連結会計年度末における資産は、前連結会計年度末に比べて20,324百万円増加し、528,045百万

円となりました。これは、主に神谷町オフィスの賃借に係る使用権資産の償却が進んだこと等によ

り有形固定資産が4,737百万円、海外子会社ののれんの減損損失等によりのれんが2,854百万円減少

したものの、受注及び売上収益の拡大を背景に営業債権及びその他の債権が7,303百万円、棚卸資

産が12,247百万円、その他の流動資産が6,587百万円、それぞれ増加したことによるものでありま

す。

負債は、前連結会計年度末に比べて3,209百万円増加し、222,446百万円となりました。これは、

主に長期金融負債が6,294百万円減少したものの、営業債務及びその他の債務が8,716百万円、その

他の流動負債が3,047百万円増加したことによるものであります。

資本は、前連結会計年度末に比べて17,115百万円増加し、305,600百万円となりました。これは、

主に剰余金の配当による減少が21,322百万円あったものの、当期純利益による増加が33,769百万

円、その他の包括利益による増加が4,542百万円あったことによるものであります。

（３）当期の連結キャッシュ・フローの概況

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 2021年４月１日
至 2022年３月31日）

当連結会計年度
（自 2022年４月１日
至 2023年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 36,061 31,791

投資活動によるキャッシュ・フロー 3,462 △5,881

財務活動によるキャッシュ・フロー △27,413 △27,891

現金及び現金同等物の期末残高 94,078 92,530

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、前連結会計年度末に比べて

1,548百万円減少し、92,530百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と主な内容は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は31,791百万円となりました。これは、税引前利益が46,924百万円、

減価償却費及び償却費が15,637百万円となり、また、営業債務及びその他の債務が7,940百万円の

増加となった一方、営業債権及びその他の債権が12,127百万円の増加、棚卸資産が12,038百万円の

増加、法人所得税の支払額が16,280百万円となったことによるものであります。

前連結会計年度において営業活動により得られた資金は36,061百万円でありました。前期との比

較では、棚卸資産の増加による支出が増加し、営業債務及びその他の債務の増加による収入が増加

しております。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は5,881百万円となりました。これは、海外子会社における営業用資

産の取得等のため有形固定資産の取得による支出が4,007百万円となったことに加え、神山まるご

と高専への奨学金基金の拠出等のため投資有価証券等の取得による支出が1,751百万円となったこ

とによるものであります。
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前連結会計年度において投資活動により得られた資金は3,462百万円でありました。前期との比較

では、データセンター資産の譲渡等による有形固定資産の売却による収入が減少しております。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により使用した資金は27,891百万円となりました。これは、セール・アンド・リースバ

ックによる収入が5,908百万円となったものの、リース負債の返済による支出が12,393百万円とな

ったことに加え、当社株主への配当金の支払額が20,920百万円となったことによるものでありま

す。

前連結会計年度において財務活動により使用した資金は27,413百万円でありました。前期との比

較では、セール・アンド・リースバックによる収入が増加したことに加え、リース負債の返済によ

る支出が減少したものの、当社株主への配当金の支払による支出が増加しております。
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（４）今後の見通し

今後の見通しについては、ウィズコロナの下で、社会経済活動が正常化に向かう中で、各種政策

の効果もあって景気が持ち直していくことが期待されております。一方で、世界的な金融引締め等

が続く中、物価上昇、供給面での制約、金融資本市場の変動の下振れリスクにより先行きが不透明

な状況にあります。

情報サービス産業においては、引き続き企業のIT投資意欲は高く、堅調な伸びが継続すると見込

んでおり、半導体不足に起因する製品供給状況についても改善傾向にあり、今後の回復が期待され

ております。

このような環境のもと、当社グループでは、企業理念であるMission（使命）「明日を変えるITの

可能性に挑み、夢のある豊かな社会の実現に貢献する。」を目指す姿とした、中期経営計画（2021

年４月から2024年３月までの３か年）「Beyond the Horizons～その先の未来へ～」を策定してお

ります。具体的には以下３つの基本方針を着実に実行してまいります。

◆中期経営計画「Beyond the Horizons ～その先の未来へ～」

＜基本方針＞

１．「Accelerate」：これからの豊かさを創る

～顧客の変革を支える新たな取り組みを加速～

【重点シナリオ】

・顧客業務、顧客事業、そして生活者の日常のDX

・コミュニティ形成と共創ビジネス拡大

・高付加価値サービス、先進技術の提供

２．「Expand」：今の豊かさを拡げる

～強い領域におけるさらなる探究と市場拡大～

【重点シナリオ】

・“つくる”を土台にした5Gビジネスの拡大

・XaaSビジネスの強化

・国内ビジネスモデルのグローバル展開

３．「Upgrade」：実現可能性を高める

～未来を捉えた自己変革の実践～

【重点シナリオ】

・個の成長と適材適所を組み合わせた総合力強化

・環境変化に順応する経営基盤変革

・多様なステークホルダーとの共存

以上により、次期の連結売上収益は625,000百万円、営業利益は58,000百万円、税引前利益は

58,500百万円、当期純利益は40,500百万円、当社株主に帰属する当期純利益は40,000百万円を見込

んでおります。
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なお、中期経営計画「Beyond the Horizons ～その先の未来へ～」にて定めた当初目標について、

足元の状況を踏まえ、次のとおり見直しております。

2022年３月期

実績

2023年３月期

実績

2024年３月期

目標

中期経営計画

2024年３月期

当初目標

営業利益率 9.7% 8.1% 9.3% 10%

当社株主に帰属する

当期純利益
354億円 342億円 400億円 400億円

ＲＯＥ 13.8% 11.8% 13.0% 13%以上
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

グローバルな事業展開を推進している当社グループでは、国内外における財務諸表利用者の利便性

の向上、国際資本市場における財務情報の比較可能性の向上を目的として、世界標準の会計基準であ

る国際会計基準(IFRS)を適用しております。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結財政状態計算書

前連結会計年度末
（2022年３月31日）

当連結会計年度末
（2023年３月31日）

区分 金額（百万円) 金額（百万円)

(資産の部)

流動資産

現金及び現金同等物 94,078 92,530

営業債権及びその他の債権 150,892 158,195

棚卸資産 43,437 55,683

当期税金資産 197 146

その他の金融資産 22,425 21,848

その他の流動資産 70,071 76,658

流動資産合計 381,100 405,060

非流動資産

有形固定資産 51,992 47,255

のれん 7,810 4,956

無形資産 5,702 5,498

持分法で会計処理されている投資 7,940 8,413

その他の金融資産 39,797 45,029

繰延税金資産 10,170 9,079

その他の非流動資産 3,210 2,756

非流動資産合計 126,621 122,985

資産合計 507,721 528,045
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前連結会計年度末
（2022年３月31日）

当連結会計年度末
（2023年３月31日）

区分 金額（百万円) 金額（百万円)

(負債及び資本の部)

流動負債

営業債務及びその他の債務 57,972 66,688

その他の金融負債 14,097 14,990

未払法人所得税 10,878 7,845

従業員給付 26,653 25,965

引当金 962 1,364

その他の流動負債 63,115 66,162

流動負債合計 173,677 183,015

非流動負債

長期金融負債 38,866 32,573

従業員給付 3,755 3,717

引当金 2,547 2,706

繰延税金負債 392 435

非流動負債合計 45,560 39,431

負債合計 219,237 222,446

資本

資本金 21,764 21,764

資本剰余金 32,701 32,812

自己株式 △9,535 △9,519

利益剰余金 225,273 238,326

その他の資本の構成要素 10,939 15,269

株主資本合計 281,142 298,651

非支配持分 7,342 6,949

資本合計 288,484 305,600

負債及び資本合計 507,721 528,045
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

前連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

区分 金額（百万円) 金額（百万円)

売上収益 522,356 570,934

売上原価 △387,678 △431,857

売上総利益 134,678 139,077

その他の収益及び費用

販売費及び一般管理費 △84,525 △91,021

その他の収益 5,441 2,088

その他の費用 △5,112 △3,671

その他の収益及び費用合計 △84,196 △92,604

営業利益 50,482 46,473

金融収益 1,378 997

金融費用 △553 △1,228

持分法による投資損益 568 682

税引前利益 51,875 46,924

法人所得税 △17,409 △13,155

当期純利益 34,466 33,769

当期純利益の帰属：

当社株主 35,373 34,208

非支配持分 △906 △439

１株当たり当社株主に帰属する当期純利益： （円） （円）

基本的 153.08 148.04

希薄化後 153.08 148.03
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連結包括利益計算書

前連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

区分 金額（百万円) 金額（百万円)

当期純利益 34,466 33,769

その他の包括利益（税効果控除後）

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて測定する金融資産
の公正価値の純変動

3,899 3,684

確定給付制度の再測定額 106 △228

持分法適用会社に対する持分相当額 10 49

純損益に振り替えられる可能性のある項目

在外営業活動体の換算差額 2,022 1,568

キャッシュ・フロー・ヘッジ 302 △687

持分法適用会社に対する持分相当額 136 157

その他の包括利益（税効果控除後）合計 6,475 4,542

当期包括利益 40,942 38,311

当期包括利益の帰属：

当社株主 41,250 38,308

非支配持分 △308 3
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（３）連結持分変動計算書

前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

（単位：百万円）

区分

株主資本

資本金
資本

剰余金
自己株式

利益

剰余金

その他の資本の構成要素

在外営業

活動体の

換算差額

その他の包括

利益を通じて

測定する金融

資産の公正価

値の純変動

キャッシュ・

フロー・

ヘッジ

2021年４月１日 21,764 32,048 △9,582 205,403 △98 5,095 170

当期純利益 － － － 35,373 － － －

その他の包括利益 － － － － 1,559 3,911 302

当期包括利益 － － － 35,373 1,559 3,911 302

剰余金の配当 － － － △15,608 － － －

自己株式の取得 － － △0 － － － －

自己株式の処分 － － 48 － － － －

株式報酬取引 － 2 － － － － －

支配継続子会社に対する持分変動 － 27 － － － － －

非支配持分に付与された
プット・オプション

－ 623 － － － － －

その他の資本の構成要素から
利益剰余金への振替

－ － － 106 － － －

所有者との取引額等合計 － 652 48 △15,502 － － －

2022年３月31日 21,764 32,701 △9,535 225,273 1,462 9,006 472

区分

株主資本

非支配持分 資本合計

その他の資本の

構成要素
株主資本合計

確定給付制度の

再測定額

2021年４月１日 － 254,800 7,810 262,609

当期純利益 － 35,373 △906 34,466

その他の包括利益 106 5,878 598 6,475

当期包括利益 106 41,250 △308 40,942

剰余金の配当 － △15,608 △187 △15,795

自己株式の取得 － △0 － △0

自己株式の処分 － 48 － 48

株式報酬取引 － 2 － 2

支配継続子会社に対する持分変動 － 27 28 55

非支配持分に付与された
プット・オプション

－ 623 － 623

その他の資本の構成要素から
利益剰余金への振替

△106 － － －

所有者との取引額等合計 △106 △14,908 △159 △15,067

2022年３月31日 － 281,142 7,342 288,484
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当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

（単位：百万円）

区分

株主資本

資本金
資本

剰余金
自己株式

利益

剰余金

その他の資本の構成要素

在外営業

活動体の

換算差額

その他の包括

利益を通じて

測定する金融

資産の公正価

値の純変動

キャッシュ・

フロー・

ヘッジ

2022年４月１日 21,764 32,701 △9,535 225,273 1,462 9,006 472

当期純利益 － － － 34,208 － － －

その他の包括利益 － － － － 1,283 3,732 △687

当期包括利益 － － － 34,208 1,283 3,732 △687

剰余金の配当 － － － △20,926 － － －

自己株式の取得 － － △0 － － － －

自己株式の処分 － － 16 － － － －

株式報酬取引 － 27 － － － － －

支配継続子会社に対する持分変動 － － － － － － －

非支配持分に付与された
プット・オプション

－ 84 － － － － －

その他の資本の構成要素から
利益剰余金への振替

－ － － △229 － 1 －

所有者との取引額等合計 － 111 16 △21,155 － 1 －

2023年３月31日 21,764 32,812 △9,519 238,326 2,745 12,738 △215

区分

株主資本

非支配持分 資本合計

その他の資本の

構成要素
株主資本合計

確定給付制度の

再測定額

2022年４月１日 － 281,142 7,342 288,484

当期純利益 － 34,208 △439 33,769

その他の包括利益 △228 4,100 442 4,542

当期包括利益 △228 38,308 3 38,311

剰余金の配当 － △20,926 △396 △21,322

自己株式の取得 － △0 － △0

自己株式の処分 － 16 － 16

株式報酬取引 － 27 － 27

支配継続子会社に対する持分変動 － － － －

非支配持分に付与された
プット・オプション

－ 84 － 84

その他の資本の構成要素から
利益剰余金への振替

228 － － －

所有者との取引額等合計 228 △20,800 △396 △21,196

2023年３月31日 － 298,651 6,949 305,600
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

区分 金額（百万円) 金額（百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前利益 51,875 46,924

営業活動によるキャッシュ・フローに
調整するための修正

減価償却費及び償却費 18,432 15,637

減損損失 4,677 3,296

固定資産除売却損益（△は益） △4,202 9

受取利息及び受取配当金 △516 △902

支払利息 493 667

持分法による投資損益（△は益） △568 △682

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加） △12,198 △12,127

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,901 △12,038

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少） 1,517 7,940

その他 △5,770 △1,293

小計 51,839 47,431

利息及び配当金の受取額 760 1,202

利息の支払額 △367 △562

法人所得税の支払額 △16,171 △16,280

営業活動によるキャッシュ・フロー 36,061 31,791

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △8,832 △4,007

有形固定資産の売却による収入 10,376 24

無形資産の取得による支出 △1,476 △1,568

無形資産の売却による収入 9 0

敷金及び保証金の差入による支出 △138 △137

敷金及び保証金の回収による収入 4,543 161

投資有価証券等の取得による支出 △759 △1,751

投資有価証券等の売却による収入 0 9

関連会社株式の取得による支出 △1,097 －

投資事業組合からの分配による収入 202 33

長期未収入金の回収による収入 500 1,322

その他 134 31

投資活動によるキャッシュ・フロー 3,462 △5,881
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前連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

区分 金額（百万円) 金額（百万円)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △738 △90

自己株式の取得による支出 △0 △0

非支配持分からの払込による収入 72 －

セール・アンド・リースバックによる収入 2,896 5,908

リース負債の返済による支出 △13,852 △12,393

当社株主への配当金の支払額 △15,604 △20,920

非支配持分への配当金の支払額 △187 △396

財務活動によるキャッシュ・フロー △27,413 △27,891

為替相場の変動による現金及び現金同等物への影響額 1,023 434

現金及び現金同等物の増減額 13,133 △1,548

現金及び現金同等物の期首残高 80,945 94,078

現金及び現金同等物の期末残高 94,078 92,530
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(セグメント情報)

① 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、組織別に構成されており、「エンタープライズ事業」、

「流通事業」、「情報通信事業」、「広域・社会インフラ事業」、「金融事業」及び「ITサービ

ス事業」の６つを報告セグメントとしております。

「エンタープライズ事業」、「流通事業」、「情報通信事業」、「広域・社会インフラ事業」

及び「金融事業」は、顧客ニーズに応じ最適な対応を可能とする組織として区分されており、い

ずれの報告セグメントもコンサルティングからシステム設計・構築、保守、運用サービスまでの

総合的な提案・販売活動を展開しております。

「ITサービス事業」は、ITインフラアウトソーシング、保守・運用を中心としたサービスビジ

ネスにおいて、前述の５つの報告セグメントとの共同提案や調達の役割を担っております。

なお、2022年４月１日付で、中期経営計画の達成及び今後のビジネス拡大を実現することを目

的に組織改編を行い、従来「エンタープライズ事業」に含まれていた小売等の非製造分野向けビ

ジネスの一部を「流通事業」に、自動車産業向けビジネスを「広域・社会インフラ事業」に、ま

た、「流通事業」に一部含まれていた金融系企業向けビジネスを「金融事業」にそれぞれ移管等

しております。

これに伴い、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成した

ものを記載しております。

以下に報告されているセグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入

手可能であり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行

う対象となっているものであります。

② 報告セグメントの収益、損益、資産及びその他の情報

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、当社グループの会計方針と同一でありま

す。なお、各セグメント間の内部取引は市場実勢価格に基づいております。

当社グループの報告セグメント情報は次のとおりであります。
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前連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

連結
財務諸表
計上額

エンター
プライズ
事業

流通
事業

情報通信
事業

広域・社
会インフ
ラ事業

金融
事業

ITサービ
ス事業

計

売上収益

外部顧客からの
売上収益

92,703 57,704 188,719 88,177 39,899 10,790 477,993 44,363 522,356 － 522,356

セグメント間の
売上収益又は振替高

14,469 1,069 16,109 1,125 32 111,778 144,580 1,205 145,785 △145,785 －

計 107,172 58,773 204,828 89,302 39,930 122,567 622,573 45,568 668,141 △145,785 522,356

税引前利益

(セグメント利益又は

損失(△))

6,871 3,900 19,232 6,332 3,290 18,106 57,731 △2,995 54,736 △2,861 51,875

セグメント資産 56,220 23,247 118,849 35,829 12,363 70,492 317,000 49,015 366,015 141,705 507,721

その他の項目

金融収益 14 43 182 37 5 53 333 163 496 881 1,378

金融費用 △13 △9 △27 △9 △4 △99 △161 △244 △405 △148 △553

持分法による投資
損益

38 387 11 － － － 436 131 568 － 568

減価償却費及び
償却費(注３)

△469 △370 △671 △408 △188 △4,276 △6,381 △2,458 △8,839 △9,593 △18,432

減損損失 － － － － － △11 △11 △4,655 △4,666 △11 △4,677

持分法で会計処理
されている投資

350 4,462 83 － － 1,106 6,001 1,939 7,940 － 7,940

資本的支出(注３) 299 315 747 310 160 4,404 6,235 2,372 8,606 35,464 44,071

(注)１. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外子会社及び新事業創出・DX推

進等が含まれております。

２．調整額は以下のとおりであります。

(1) 税引前利益（セグメント利益又は損失(△)）の調整額△2,861百万円には、主に事業セグメントに帰属し

ない管理部門に係る費用及び全社で負担している投資等△3,433百万円が含まれております。

(2) セグメント資産の調整額141,705百万円には、主に全社資産157,508百万円、セグメント間債権債務消去

△16,541百万円が含まれております。全社資産は、主に事業セグメントに帰属しない現金及び現金同等物

並びに管理部門等に係る資産であります。

(3) その他の項目の金融収益の調整額881百万円には、事業セグメントに帰属しない管理部門に係る損益913百

万円が含まれております。

金融費用の調整額△148百万円には、事業セグメントに帰属しない管理部門に係る損益△175百万円が含ま

れております。

減価償却費及び償却費の調整額△9,593百万円には、全社資産に係る減価償却費及び償却費△9,795百万

円、未実現利益消去202百万円が含まれております。

減損損失の調整額△11百万円は、全社資産に係る減損損失であります。

資本的支出の調整額35,464百万円には、全社資産に係る増加額35,606百万円、未実現利益消去△142百万

円が含まれております。

３．その他の項目の減価償却費及び償却費、資本的支出には、使用権資産及び長期前払費用に係る金額が含まれて

おります。
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当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

連結
財務諸表
計上額

エンター
プライズ
事業

流通
事業

情報通信
事業

広域・社
会インフ
ラ事業

金融
事業

ITサービ
ス事業

計

売上収益

外部顧客からの
売上収益

110,140 63,786 173,346 103,233 49,762 11,738 512,006 58,928 570,934 － 570,934

セグメント間の
売上収益又は振替高

18,390 1,088 20,908 948 199 117,983 159,515 2,623 162,138 △162,138 －

計 128,530 64,874 194,254 104,181 49,961 129,721 671,521 61,551 733,072 △162,138 570,934

税引前利益

(セグメント利益又は

損失(△))

9,483 6,034 11,280 9,211 5,348 13,757 55,113 △1,480 53,633 △6,709 46,924

セグメント資産 63,220 25,725 120,782 38,702 18,131 71,578 338,139 53,195 391,334 136,712 528,045

その他の項目

金融収益 13 31 230 39 5 133 451 305 756 241 997

金融費用 △12 △7 △22 △8 △4 △82 △134 △219 △354 △874 △1,228

持分法による投資
損益

52 524 4 － － △58 523 159 682 － 682

減価償却費及び
償却費(注３)

△547 △573 △691 △425 △213 △2,655 △5,104 △3,028 △8,133 △7,504 △15,637

減損損失 － － － － － △0 △0 △3,295 △3,296 △1 △3,296

持分法で会計処理
されている投資

385 4,794 87 － － 1,048 6,315 2,098 8,413 － 8,413

資本的支出(注３) 226 163 673 237 201 3,264 4,764 3,138 7,902 2,633 10,535

(注)１. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外子会社及び新事業創出・DX推

進等が含まれております。

２．調整額は以下のとおりであります。

(1) 税引前利益（セグメント利益又は損失(△)）の調整額△6,709百万円には、主に事業セグメントに帰属し

ない管理部門に係る費用及び全社で負担している投資等△5,851百万円が含まれております。

(2) セグメント資産の調整額136,712百万円には、主に全社資産154,105百万円、セグメント間債権債務消去

△18,723百万円が含まれております。全社資産は、主に事業セグメントに帰属しない現金及び現金同等物

並びに管理部門等に係る資産であります。

(3) その他の項目の金融収益の調整額241百万円には、事業セグメントに帰属しない管理部門に係る損益200百

万円が含まれております。

金融費用の調整額△874百万円には、事業セグメントに帰属しない管理部門に係る損益△858百万円が含ま

れております。

減価償却費及び償却費の調整額△7,504百万円には、全社資産に係る減価償却費及び償却費△7,593百万

円、未実現利益消去89百万円が含まれております。

減損損失の調整額△1百万円は、全社資産に係る減損損失であります。

資本的支出の調整額2,633百万円には、全社資産に係る増加額2,782百万円、未実現利益消去△149百万円

が含まれております。

３．その他の項目の減価償却費及び償却費、資本的支出には、使用権資産及び長期前払費用に係る金額が含まれて

おります。
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③ 製品及びサービスに関する情報

前連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

(単位：百万円)

サービス 開発・SI 製品 合計

外部顧客からの売上収益 209,148 120,064 193,144 522,356

当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

(単位：百万円)

サービス 開発・SI 製品 合計

外部顧客からの売上収益 225,859 132,746 212,329 570,934

④ 地域別情報

(ⅰ) 外部顧客からの売上収益

本邦の外部顧客からの売上収益が連結損益計算書の売上収益の大部分を占めるため、記載を

省略しております。

(ⅱ) 非流動資産

非流動資産（金融商品及び繰延税金資産並びに退職後給付資産を除く）の帳簿価額の所在地

別内訳は次のとおりであります。

(単位：百万円)

前連結会計年度末
(2022年３月31日)

当連結会計年度末
(2023年３月31日)

日本 52,689 47,325

アジア 13,036 10,756

その他 207 219

合計 65,932 58,300

　

⑤ 主要な顧客に関する情報

外部顧客からの売上収益のうち、主要な相手先は次のとおりであります。

(単位：百万円)

関連する主な
報告セグメント

前連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

日本電信電話㈱及び
そのグループ会社 情報通信事業 73,225 79,871

KDDI㈱及びそのグループ会社 情報通信事業 58,140 45,549
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(１株当たり利益)

(1) 基本的及び希薄化後１株当たり利益

前連結会計年度
（自 2021年４月１日
至 2022年３月31日）

当連結会計年度
（自 2022年４月１日
至 2023年３月31日）

基本的１株当たり当社株主に帰属する
当期純利益（円）

153.08 148.04

希薄化後１株当たり当社株主に帰属する
当期純利益（円）

153.08 148.03

(2) 基本的及び希薄化後１株当たり利益の算定上の基礎

前連結会計年度
（自 2021年４月１日
至 2022年３月31日）

当連結会計年度
（自 2022年４月１日
至 2023年３月31日）

当社株主に帰属する当期純利益（百万円） 35,373 34,208

加重平均普通株式数（千株） 231,066 231,079

希薄化効果を有する潜在的普通株式の影響

　株式報酬（千株） 8 6

希薄化後の加重平均普通株式数（千株） 231,075 231,086

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　


